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年 1 月公表）、「リース取引に関する会計基準」（2007 年 3 月公表）、「退職給付に関














































第 2 に、IASB の 2009 年公開草案のアプローチ（IASB の提案アプローチ、代替的アプ
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下、ASBJ）が 1999 年 1 月に公表した「金融商品に関する会計基準」（以下、金融商品
会計基準）の適用に伴い、貸借対照表に計上されることとなった。また、同じくオフバラ
ンス取引の代表とされてきた所有権移転外ファイナンスリース取引の例外的な賃貸借処
理は、ASBJ が 2007 年 3 月に公表した「リース取引に関する会計基準」の適用に伴い廃

















く現在に至っている。一方、国際財務報告基準（ International Financial Reporting 





















































































                                               
1 秋葉[2012a]p73-82 
2 伊藤[2007]p109 
3 株価を利益で除した株価収益率（Price-to-Earnings Ratio: PER）や株価を資本で除した株





割引配当モデル（Discounted Dividends Model: DDM）は、株主が受け取る配当を株
主資本コストで割り引いた現在価値として株主価値を計算するモデルである。配当は株主
にとってのキャッシュ・フローであり、株主価値を評価するモデルとしては理解しやすい。 





























































































































































                                               
10 信用格付とは、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が
約定通りに履行される確実性（信用力）に対する格付会社の意見である。格付投資情報センタ





















































































































































































































金融機関では、与信ポートフォリオ管理（Credit Portfolio Management、以下 CPM）
を行っており、信用リスクの移転等を通じて健全性を高めていると考えられる。その際
に、信用リスクのコントロール手段として市場取引ではクレジット・デリバティブや証































                                               
17 日本銀行[2007]p17 


















要件 1 金融負債の契約上の義務を履行したとき 
要件 2 金融負債の契約上の義務が消滅したとき 
要件 3 金融負債の契約上の第一次債務者の地位から免責されたとき 












                                               



















































(d) それぞれの時価は次のとおりである。回収サービス業務資産 40、買戻権 70、リコ
ース義務 60 
① すべての時価が合理的に測定できる場合 
勘定科目（借方） 金額 勘定科目（貸方） 金額 
現金 1,050 債権 1,000 
回収サービス業務資産 36 リコース義務 60 
買戻権 70 売却益 96 
② 回収サービス業務資産とリコース義務の時価が合理的に測定できない場合 
勘定科目（借方） 金額 勘定科目（貸方） 金額 
現金 1,050 債権 1,000 
回収サービス業務資産 ‐ リコース義務 120 














































































































































































































































































れる。この点、国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board、以下









注 記 と す る か を 区 別 す る こ と は 重 要 で あ ろ う 。 Barth, Clinch and Shibano 
[2003]p603-604 では、財務諸表本体において認識された情報と注記情報では、注記情報
を把握するためにはコストがかかるため、財務諸表本体で認識された情報の方が投資家に
用いられていると述べている。この点、Ahmed, Kilic and Lobo[2006]p585 でも、投資家
が財務諸表の本体情報と注記情報では同じ注意を払っていないと述べている。  




























































第 4 章 IFRS との比較検討 
 
第1節 IFRS 第 9 号における金融商品の認識の中止 






















































                                               

















































































































































第1項 IFRS における原則主義（プリンシプル・ペース） 
IFRS では、認識の中止について複数の概念が存在しており、実務において適用する際


























国際会計基準委員会（International Accounting Standards Committee、IASC）が初
期に開発した IAS であればともかく、米国財務会計基準審議会（Financial Accounting 





































資源（第 3 章 4 項）」と定義されている。また、ASBJ の討議資料では、支配とは、「所
有権の有無にかかわらず、報告主体が経済的資源を利用し、そこから生み出される便益
を享受できる状態をいう（第 3 章 4 項注）」と補足している。ここから、IFRS、日本
基準とも、財務諸表の構成要素において支配に焦点をあてているといえる54。企業が金
融商品についての支配がなくなったときに、その金融商品を貸借対照表から除くことは、

































                                               














































































































































第3節 IFRS における認識の中止の考え方の変遷 










IASB は、2003 年に IAS 第 39 号の改定を行った。旧 IAS 第 39 号の認識の中止の考え
方に立ち返り、その考え方をどのように適用し、そしてどのような順序で適用すべきかに
ついて明確する決定を行った。特に、リスクと経済価値の移転に関する評価が支配の移転












(b) 提案された手法は、旧 IAS 第 39 号の要求事項を根本的に変更するものである。 
(c) 本提案は、US GAAP とのコンバージェンスをもたらすものではない。 
(d) 本提案は検証されていない。 




その後、IASB は、認識の中止の会計基準である IAS 第 39 号の定めが複雑であり、実
務において適用することが難しいと考えられていることから、これを改善し、さらに米国
基準とコンバージェンスさせるために、2006 年 2 月に MoU 項目62として位置付けた。そ
の後、FASB は、財務会計基準書（Statement of Financial Accounting Standard、以下
SFAS）第 140 号を改正し、適格目的事業体（QSPE）の削除などを含む公開草案を 2008
年 9 月に公表し、2009 年 6 月に SFAS 第 166 号として公表している。 
一方、IASB は、2009 年 3 月に、金融商品の認識中止を取り扱った公開草案「認識の中
止 IAS39 号及び IFRS7 号の改定案」（以下 2009 年 ED）を公表した63。しかし、2010
年 10 月に、IAS 第 39 号の金融資産及び金融負債の認識の中止に関する要求事項が、その
まま IFRS 第 9 号に引き継がれた64（IFRS9,BC3.31）。 
なお、2009 年 ED では、多数派案である 9 名のボードメンバーが支持する「IASB の提
案アプローチ」と、尐数派案である 5 名のボードメンバーが支持する「代替的アプローチ
（alternative approach）」の二つのモデルが示されている。 
本節では、2009 年 ED のアプローチ（IASB の提案アプローチ、代替的アプローチ）に








止され、譲受人において金融資産が認識される（2009 年 ED.BC15-BC17）。 
これは、譲受人が資産を完全に支配したときにはじめて、譲渡人において金融資産の
認識の中止を認めるもので、譲受人の視点に立って金融資産の認識の中止を行うもので
                                               
62 MoU（Memorandum of Understanding（覚書））は、IASBと FASBによる IFRSと US GAAP
との間で識別された差異のコンバージェンス（収斂）に関する合意を指す。  
63 秋葉[2012a]p300 







(2) 認識中止要件  
IASB の提案アプローチでは、次のいずれかの条件を満たした場合に、資産の認識を











































分について算定される（2009 年 ED.19A-21A）。 
認識の中止の要件を満たさない場合、金融資産の認識を継続し、受取対価を金融負債
として認識しなければならない（2009 年 ED.23A）。 
 
(4) 小括 






一方、IAS 第 39 号と異なり、認識の中止にかかわる複数の要素（支配、リスクと経
済価値、継続的関与）を組み合わせるのではなく、「支配」という単一の概念に焦点を









2009 年 ED では、IAS 第 39 号における認識中止要件の判断根拠であった「リスクと
経済価値」、「継続的関与」という概念を排除し、「支配68」概念に焦点を当てている。















価額を時価の比率によって按分計算する点において、IAS 第 39 号と異なる点はない。 
 
                                               
67 秋葉[2012a]p301 


























代替的アプローチの会計処理は、IAS 第 39 号や IASB の提案アプローチと異なって









権利の譲渡があれば資産全体の認識の中止が行われるため、IAS 第 39 号や IASB が提














第3項 2009 年 ED 公表後の動向 
(1) 2009 年 ED に対するコメント 
2009 年 ED に対して、ASBJ が公表したコメントの要旨は以下のとおりである。 
・キャッシュ・フローに対する権利への支配の移転に基づいて、金融資産の認識の中止






















なお、IASB の会議報告によると、2009 年 ED に対して 118 通のコメントを受領し
ており、IASB の提案アプローチと代替的アプローチの二つのモデルに分けて分析が示
された。コメントをまとめたものは以下のとおりであり、ASBJ が支持した IASB の提
案アプローチではなく、代替的アプローチを支持する回答が多かった。 
・米国基準とのコンバージェンスを求める指摘が多かった。FASB は、IASB が受領し












































ンスを進めることとし、2010 年 10 月に、IFRS 第 7 号「金融商品：開示」の改訂を行
った。 
一方、会計処理については、SFAS 第 166 号の実施状況等の調査を経て、その後の対
応を検討するものとしている。この理由は、2010 年 6 月公表の進捗書では、各基準設
定主体が、金融危機において IFRS の認識中止の基準は総じてよい結果をもたらしたと















第1項 IFRS 第 7 号 金融商品：開示 
認識の中止の開示基準である IFRS 第 7 号は、2010 年 10 月に修正され77、譲渡資産へ
の一定の継続的関与があった場合に、認識の中止を行わない譲渡資産に関する補足的な開
示を要求することになった。 


















                                                                                                                                              
象の有価証券をオフバランス化するとともに、調達したキャッシュで債務を圧縮し、レバレッ
ジ比率を改善させていたとして批判があった（繁本[2011]p74 を参照）。 
77 2010 年 6 月に IASB と FASB が合意したのは、両者の当面の優先事項は、譲渡した金融資




































































































































                                               










































フォワード  コール・オプション  プット・オプション  
一括 
リスク・経済価値 × △ △ 
支配 △ × ○ 

















































































                                               


































































                                               
85 オフバランスとなっている資産・負債について財務諸表の利用者サイドでの調整を行う問


































































                                               
88 草野[2012]p294 
89 吉田[2005]p23-24 


















めている。FASB が 2000 年 9 月に公表していた SFAS140 号では、金融資産の譲渡にお
ける、譲渡人が留保する回収サービス業務資産は相対的時価で当初認識するとしていた。

















































































































                                               
94 IASB の 2009 年 ED の代替的アプローチでも、留保部分が譲渡した資産の比例持分以外で
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